　　　　出産・育児に伴う休職または退職の場合の猶予について別　表 1


　　出産または育児に伴い、現に従事している児童の保護等保育士としての業務を休職し、または退職する場合は、次により取扱いします。

　　　提出書類　○返還猶予申請書（第8号様式）
　　　　　　　　○異動届Ｂ(第13号様式)（出産・育児に伴う休職・退職届）
　　　　　　　　○母子手帳の写し(届出に係る子の氏名、生年月日および届出者との続柄を証する書類)
　　　　　　　　

　（1）産前産後休暇または育児休業を取得する場合
　　　産前産後休暇（労働基準法代65条）、または育児休業（育児休業、介護休業等育児または、家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第2条第1項）を取得する場合、当該期間は返還の債務の履行を猶予することができます。

　（2）就業先を退職し、再び児童の保護等の業務に従事する場合
　　　就業先を退職し、産前産後休暇または、育児休業に相当する期間（※参照）が終了した後に、再び児童の保護等の業務に従事することを予定する場合、当該期間は返還の債務の履行を猶予することができます。

　　　※産前産後休暇または、育児休業に相当する期間とは、14週間（産前6週間、産後8週間）または産後1年間とします。

≪留意事項≫
　　次の場合は、修学資金の返還をしなければなりません。
　　　就業先を退職し、産前産後休暇または、育児休業に相当する期間が終了した後に、児童の保護等の業務に従事することを予定しない場合は、返還債務の免除または猶予に該当する場合を除き、返還計画書（第9号様式）を提出し、貸付金を返還しなければなりません。
